
中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成要綱 

 

平成１８年３月３１日 

１７中福児第１７３９号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、福祉サービスを提供している事業者に対し、福祉サービス第三者評価の

受審に要した費用の一部を助成することにより、福祉サービス第三者評価の受審の普及及び

促進を図り、もって区民の福祉に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 福祉サービス 別表福祉サービスの欄に掲げるサービスをいう。 

二 福祉サービス提供事業者 福祉サービスを提供する事業者をいう。 

三 福祉サービス第三者評価の受審 福祉サービス第三者評価支援事業実施要綱（平成１４

年３月２９日１３福総改第１１２号）に規定する東京都福祉サービス評価推進機構（以下

「推進機構」という。）が認証した福祉サービス第三者評価機関（以下「認証評価機関」と

いう。）が行う福祉サービスの受審をいう。 

（助成対象） 

第３条 この要綱による助成を受けることができる者は、福祉サービス第三者評価の受審を行

った福祉サービス提供事業者で、次に掲げる要件を満たすものとする。 

一 福祉サービス第三者評価の対象事業所の所在地が中央区（以下「区」という。）の区域内

にあること。 

二 福祉サービス第三者評価の結果を推進機構に報告し、かつ、推進機構が評価結果を公表

することに同意すること。 

三 当該福祉サービス第三者評価受審費用に関して、この要綱による助成を受けようとする

年度内に、区以外の自治体から助成を受けていないこと。 

四 中央区障害福祉サービス事業所運営費助成要綱（平成２４年３月１日２３中福障第１５

２１号）第４条第４項に規定する福祉サービス第三者評価受審経費補助金の支給対象者で

ないこと。 

五 福祉サービス第三者評価結果に基づき、サービスの改善課題と改善のための取組をまと

め、区長に報告書（以下「改善等報告書」という。）を提出すること。 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、別表助成金の額の欄に掲げる額とする。 

（助成の回数等） 

第５条 この要綱に基づき行う福祉サービス提供事業者に対する助成は、予算の範囲内で助成



するものとし、１事業者につき、１会計年度において福祉サービスごとに１回限りとする。 

（助成の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別記第１号様式によ

る中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成金交付申請書（以下「申請書」という。）を区

長に提出しなければならない。 

（助成の決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現

地調査等を行った上、助成金交付の適否を決定し、助成することと決定したときは別記第２

号様式による中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成金交付予定金額決定通知書により、

助成しないことと決定したときは別記第３号様式による中央区福祉サービス第三者評価受審

費用助成金不交付決定通知書により、当該申請者に通知する。 

２ 前項の規定により助成金の交付決定を受けた後に、申請書の内容に変更があったときは、

当該申請は別記第４号様式による中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成変更届を速や

かに区長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第８条 前条第１項の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「助成事業者」という。）

が、認証評価機関からサービス評価の結果報告を受けたときは、当該結果を別記第５号様式

による中央区福祉サービス第三者評価受審実績報告書（以下「実績報告書」という。）に次に

掲げる書類を添付して、区長に報告するものとする。 

一 福祉サービス第三者評価の受審に係る認証評価機関との契約書の写し 

二 受審費用の領収書の写し 

三 福祉サービス第三者評価結果報告書の写し 

四 改善等報告書 

２ やむを得ない理由により改善等報告書を実績報告書に添付できないときは、区長は期限を

定めて、後日提出することを認めるものとする。 

（助成金の確定） 

第９条 区長は、助成事業者から前条第１項の規定による実績報告書の提出があったときは、

その内容を速やかに審査するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による審査の結果、実績報告書の内容が適正であると認めるときは、

別記第６号様式による中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成金交付確定通知書（以下

「確定通知書」という。）により、助成事業者に通知する。 

（請求及び助成金の交付） 

第１０条 助成事業者は、前条第２項の規定により確定通知書を受けたときは、別記第７号様

式による中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成金交付請求書により、区長に助成金を

請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成金を交付する。 



（交付決定の取消し） 

第１１条 区長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

一 法令に違反したとき。 

二 偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

三 助成金を他の用途に使用したとき。 

四 助成金の交付決定を受けた事業の内容を変更し、又は事業を廃止したとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、別記第８号様式による

中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成交付決定取消通知書により、当該助成事業者に

通知する。 

３ 区長は、第１項の規定による取消しに係る部分について既に助成事業者に助成金が交付さ

れているときは、その金額及び期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は福祉保健部長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２６年１月６日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の中央区福祉サービス第三者評価受審費用助

成要綱の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、

なお、使用することができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の中央区福祉サービス第三者評価受審費用助

成要綱の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、

なお、使用することができる。 



附 則 

１ この要綱は、令和元年９月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の中央区福祉サービス第三者評価受審費用助成要綱（以下「改正後

の要綱」という。）別表（認知症対応型通所介護の部分に限る。）の規定は、令和元年４月１

日以後に受審を行った福祉サービス第三者評価から適用する。 

３ 改正後の要綱別表（小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む。）、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護の部分に限る。）の規定は、この要綱の施行の

日以後に申請のあった福祉サービス第三者評価から適用し、同日前に申請のあった福祉サー

ビス第三者評価については、なお、従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の中央区福祉サービス第三者評価受審費用助

成要綱の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、

なお、使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

区分 福祉サービス 助成金の額  

高 

齢 

者 

関 

係 

居宅介護支援 福祉サービス第三者評価の受審に要した費用

（千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）に相当する額又は３０万円のいずれか少な

い方の額とする。 

訪問介護 

通所介護 

地域密着型通所介護 

認知症対応型通所介護 

短期入所生活介護 

介護老人保健施設 

軽費老人ホーム 

訪問入浴介護 

訪問看護 

特定施設入居者生活介護 

福祉用具貸与 

都市型軽費老人ホーム 

小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む。） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

看護小規模多機能型居宅介護 

 

認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む。） 

 

福祉サービス第三者評価の受審に要した費用

（千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）に相当する額とする。  

障 
害 

者 

（ 

児 

） 

関 

係 
障 

害 

者 

居宅介護 福祉サービス第三者評価の受審に要した費用

（千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）に相当する額又は３０万円のいずれか少な

い方の額とする。 

 

短期入所（医療型） 

生活介護 

自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練 

 就労移行支援 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

多機能型事業所 

障 

害 

児 

児童発達支援 

医療型児童発達支援（指定医療機関を除く。） 

放課後等デイサービス 

 多機能型事業所 

 


